
 

 

オープンカウンター方式による見積合せの公示 

 

次のとおり、オープンカウンター方式による見積合せを実施します。 

令和６年３月18日 

独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ 

      名古屋住まいセンター センター長 小嶋 正彦 

 

１ 調達内容 

 (1) 調達件名   令和６年度デジタルサイネージコンテンツ配信表示システム構築及び運営 

(2) 調達品等の特質・数量等    仕様書による。 

 (3) 履行期間 契約締結日の翌日から令和８年３月３１日まで 

 （配信サービス開始は令和６年４月から） 

 (4) 納入場所    アーバニア千代田エントランス 

 (5) 見積方法 

見積金額は、配送料込みとし、総価を記載すること。 

契約の相手方の決定に当たっては、品目の単価に予定数量を乗じた金額の合計で行うもの

とし、見積書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって決

定価格とするので、見積書を提出する者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者である

か免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を見

積書に記載すること。 

２ 参加資格 

 (1) 独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95号）

第331条及び第332条の規定に該当する者でないこと。 

（2）独立行政法人都市再生機構中部地区において、令和５・６年度 物品購入等の契約に係る

競争参加資格審査の業種区分「役務提供」の認定を受けていること。競争参加資格の申請

については、独立行政法人都市再生機構（以下「機構」という。）ホームページ「入札・契

約情報」「競争参加資格」を参照のこと。 

 (3) 公示日から見積合せ日までの期間、機構から本件業務の履行場所を含む区域を措置対象区

域とする指名停止を受けていないこと。 

（4）暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずる者でないこと。（詳細

は、機構ホームページ→入札・契約情報→入札心得・契約関係規程→入札関連様式・標準契

約書→標準契約書等について→別紙暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者又は

これに準ずる者を参照） 

（5）本公示、仕様書及びオープンカウンター方式による見積合せ説明書等を承諾のうえ、「見積

書」を提出すること。 

 



 

３ 見積書の提出場所等 

 (1) 見積書の提出場所及び見積手続等に関する問合せ先 

〒460－0022 愛知県名古屋市中区金山一丁目12番14号 金山総合ビル6階 

独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ 

名古屋住まいセンター 技術サポート課 

電話 052－332－6711 

 (2) 見積書の提出期限及び提出方法 

   ①提出期限    令和６年３月25日（月） 13時00分 

  ②提出方法    持参又は同日同時刻必着の書留郵便による郵送とする。なお、郵送による

場合は二重封筒とし、封筒の表に「オープンカウンター見積書在中」と朱書

きすること。提出場所は上記（1）と同じ。 

 (3) 見積合せの日時 

 見積書の提出期限後、遅滞なく実施する。なお、見積参加者の立会は求めない。 

 

４ その他 

 (1) 契約保証金    免除  

 (2) 契約書作成の要否    要 なお見積書の単価を契約単価とする。 

 (3) 見積りの無効    本公示に示した競争参加資格のない者のした見積り及び見積りに関する

条件に違反した見積りは無効とする。 

 (4) 契約の相手方の決定方法 

独立行政法人都市再生機構会計規程第52条の規定に基づいて作成された予定価格の制限

の範囲内で最低価格をもって有効な見積りを行った者を契約の相手方とする。 

 (5) 競争参加資格の認定を受けていない者の参加 

上記２(2)に掲げる競争参加資格の認定を受けていない者も、上記３(2)により見積書を提

出することができるが、競争に参加するためには、見積書の提出と同時に当該資格審査に係

る申請書を機構宛に提出し、当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けなけ

ればならない。 

 (6) 仕様書の内容に係る質問等の受付先 

  独立行政法人都市再生機構業務受託者 株式会社ＵＲコミュニティ 

  名古屋住まいセンター 技術サポート課 

 電話 052-332-6711 

 

 

以  上   
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オープンカウンター方式による見積合せ説明書 

 

 

本説明書は、独立行政法人都市再生機構業務受託者株式会社ＵＲコミュニティ（以下「当社」と

いう。）が発注する調達契約に関し、オープンカウンター方式による見積合せに参加しようとする者

（以下「見積参加者」という。）が熟知し、かつ、遵守しなければならない一般的事項について、説

明したものです。 

なお、オープンカウンター方式とは、当社が調達する案件で独立行政法人都市再生機構会計実施

細則（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95号）第370条第１項第１号、第２号、第３号又は第

６号（いわゆる少額契約）に該当する場合のうち、消耗品、備品等の物件の購入、印刷製本等及び

役務その他の契約で適当な案件を、ホームページ等に公開し、広く見積書の提出を求め、予定価格

の制限の範囲内で最低価格の者と契約を締結する方式です。 

 

１ オープンカウンター方式による見積合せに付する事項 

「オープンカウンター方式による見積合せの公示」（以下「公示」という。）に示すとおりとし

ます。 

２ 見積参加者に必要な資格 

公示に示すとおりとします。 

３ 見積方法 

 (1) 見積参加者は、公示、仕様書、本説明書等を熟覧し、承諾のうえで、見積りを行わなければな

りません。この場合において、当該調達について疑義がある場合は、当社に説明を求めること

ができます。ただし、見積書提出後、当該調達についての不明を理由として異議を申立てるこ

とはできません。 

 (2) 見積参加者は、見積案件ごとに所定の書式による見積書により見積りをして下さい。また、見

積書の押印を省略する場合は、見積書の余白に「本件責任者及び担当者」の氏名・連絡先を記

載してください。なお、御記載いただいた連絡先には、必要に応じて、提出いただいた書類の

確認のため、こちらから連絡させていただく場合がございます。 

 (3) 見積書及び別紙(内訳書)は、封かんの上、見積参加者の氏名等必要事項を明記し持参して下さ

い。ただし、当社においてやむを得ないと認めたときは、書留郵便をもって提出することがで

きます。この場合には、二重封筒とし、表封筒にオープンカウンター見積書在中の旨を朱書し、

中封筒に必要事項を記載し、当社あての親書で提出して下さい。また、見積書の押印を省略す

る場合は、表封筒に押印省略の旨を朱書してください。なお、電話、電報、電送その他の方法

による提出は認めません。 

 (4) 見積書の提出場所及び提出期限は、公示に示すとおりとします。 

 (5) 見積参加者は、見積書の記載事項を訂正する場合は、当該訂正部分に必ず押印をしなければな

りません。但し、金額の訂正は認めません。 

 (6) 見積参加者は、見積書を提出した後は、開封の前後を問わず、辞退をすることができません。

また、引換え、変更又は取消しをすることもできません。 



2 

 (7) 見積参加者は、調達物品等の本体価格のほか、納入場所への輸送費等調達に要する一切の諸経

費を見積るものとします。 

４ 見積合せ 

 (1) 見積参加者の立会 

見積合せは、公示において指定する日時に行います。なお、その際、見積参加者の立会は不要

です。 

 (2) 参加者不在等の取扱 

見積書の提出期限までに見積書を提出する者がいないとき又は見積合せをした場合において

予定価格の制限に達した価格の見積りがないときは、当社が選定した者へ見積りを依頼すること

ができるものとします。 

５ 公正な見積りの確保 

 (1) 見積参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）等に

抵触する行為を行ってはなりません。 

 (2) 見積参加者は、見積りに当たっては、競争を制限する目的で他の見積参加者と見積価格又は見

積意思についていかなる相談も行わず、独自に価格を定めなければなりません。 

 (3) 見積参加者は、契約の相手方の決定前に、他の見積参加者に対して見積価格を意図的に開示し

てはなりません。 

６ 無効の見積書 

次の各号のいずれかに該当する見積書は無効とし、無効の見積りを行った者を契約の相手方と

して決定していた場合は、その決定を取り消します。 

 (1) 参加資格のない者が見積りをなしたとき 

 (2) 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭であるとき 

 (3) 見積金額の記載を訂正したとき 

 (4) 見積者の記名押印のないとき又は記名（法人の場合はその名称及び代表者の氏名）の判然とし

ないとき（押印を省略する場合は「本件責任者及び担当者」の氏名・連絡先の記載がないとき） 

 (5) １人で同時に２通以上の見積書をもって見積りを行ったとき 

 (6) 明らかに連合によると認められるとき 

 (7) 前各号に掲げる場合のほか、当社の指示に違反し、又は見積りに関する必要な条件を具備して

いないとき 

７ 契約の相手方の決定 

 (1) 有効な見積書を提出した者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価格により見積りした者

を契約の相手方とします。 

 (2) 上記(1)において、同価の見積りをした者が２人以上あるときは、当該調達と関係のない職員

にくじを引かせて決定します。 

 (3) 見積合せの結果は、契約の相手方と決定した者へのみ、通知します。 

８ 契約保証金 

契約の相手方と決定した者は、契約締結と同時に契約保証金又は契約保証金に代わる担保を納

付しなければなりません。ただし、契約保証金の納付を免除された場合は、この限りではありま
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せん。なお、契約保証金の納付の有無は、公示において示します。 

９ 契約の締結 

契約の相手方と決定した者は、決定された日から７日以内に契約書、請書その他これに準ずる

書面を作成し、契約を締結しなければなりません。ただし、契約書等の作成が不要とされた場合

は、この限りではありません。なお、契約書等の作成の要否は、公示において示します。 

10  見積参加者に求められる義務 

見積参加者は、公示において求められた要件について、当社から説明を求められた場合は、当

社が指定した期限までに見積参加者の負担において完全な説明をしなければなりません。 

11 見積の参加制限 

次の各号の一に該当する者にあっては、その事実のあった後２年間見積りに参加することがで

きません。 

 (1) 契約の履行に当たり故意に履行を粗雑にし、又は材料、品質、数量に関して不正の行為があっ

た者 

 (2) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を得るために連合し

た者 

 (3) 契約予定者が契約を結ぶこと又は契約を履行することを妨げた者 

 (4) 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

 (5) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

12  その他 

 (1) 見積書作成及び提出等に係る費用は、すべて見積参加者が負担するものとします。 

 (2) 契約の相手方を決定するために、見積参加者に対し追加資料の提出を求める場合があります。 

 (3) 使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。 

 (4) 都合により見積合せを取りやめることがあります。 

 (5) 契約の相手方として決定した者が正当な理由がなく、業務を履行しない場合等不正又は不誠実

な行為をした場合においては、指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことがあります。 

(6) 開札までに、使用印鑑届（代表者の印鑑証明書（提出日の３ヶ月以内のもの・原本）を添付）

及び年間委任状（年間委任を行う場合のみ）の提出が必要です。令和3年4月1日以降に提出済の

場合は、再度提出する必要はありません、代表者の変更等記載内容に変更があれば再度提出が

必要となります。なお、見積書を押印省略する場合、使用印鑑届の提出は不要ですが、契約締

結時には提出が必要となります。 

以  上   



 

委任状（様式）  

（押印する場合） 

 

委   任   状 

 

 

私は     を代理人と定め、独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ名古屋住まいセンターの発注する令和６年度デジタルサイネージ 

コンテンツ配信表示システム構築及び運営に関し、下記の権限を委任します。 

 

記 

１ 見積合せに関する一切の件 

 

２ 

 

代 理 人 

使用印鑑 
印 

 

年  月  日 

 

（委任者）住        所   
  商号又は名称  

                代   表   者         印 
 
 
                   （受任者）住        所 
               氏     名          印 

 

 

独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ 
名古屋住まいセンター 
センター長 小嶋 正彦 殿 

 

 

 

 

注１ 委任状には、委任者の印鑑証明書（原本・発行日から３か月以内）を添付 
すること。ただし、既に使用印鑑届を提出している場合は必要ない。 

２ 委任事項は、明確に記載すること。 
３ 共同企業体の場合は、共同企業体名を冠した上、「代表者」として代表会社 



 

 

記入例（押印する場合） 

 

委   任   状 

 

 

私は     を代理人と定め、独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ名古屋住まいセンターの発注する令和６年度デジタルサイネ

ージコンテンツ配信表示システム構築及び運営に関し、下記の権限を委任します。 

 

記 

１ 見積合せに関する一切の件 

 

２ 

代 理 人 

使用印鑑 
印 

 

年  月  日 

 

（委任者）住    所   
  商号又は名称  

                代  表  者         印 
 
 
                   （受任者）住    所 
               氏    名          印 

 

 

独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ 
名古屋住まいセンター 
センター長 小嶋 正彦 殿 

 

 

 

 

 

実印（既に使用印鑑届を提出している場合は使用印） 

代理人（受任者）使用印 

注１ 委任状には、委任者の印鑑証明書（原本・発行日から３か月以内）を添付 
すること。ただし、既に使用印鑑届を提出している場合は必要ない。 

２ 委任事項は、明確に記載すること。 
３ 共同企業体の場合は、共同企業体名を冠した上、「代表者」として代表会社 



 

委任状（様式）  

（押印を省略する場合）※委任事項に契約行為等を含まない場合に使用可 

 

委   任   状 

 

私は     を代理人と定め、独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ名古屋住まいセンターの発注する令和６年度デジタルサイネ

ージコンテンツ配信表示システム構築及び運営に関し、下記の権限を委任します。 

記 

１ 見積合せに関する一切の件 

 

２ 

 

年  月  日 

 

（委任者）住    所   
  商号又は名称  

                代  表  者          
 
                   （受任者）住     所 
               氏     名           

 

独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ 
名古屋住まいセンター 
センター長 小嶋 正彦 殿 

 

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：                   

担当者（会社名・部署名・氏名）：                      

連絡先（電話番号）１ ：                          

連絡先（電話番号）２ ：                          

 

 

 

 

 

 

 

注１ 委任事項は、明確に記載すること。 
２ 共同企業体の場合は、共同企業体名を冠した上、「代表者」として代表会社 

が記名すること。 
３ 連絡先は、事業所等の「代表番号」「代表番号+内線」「直通番号」等を記載。 

 個人事業主などで、複数回線の電話番号がない場合は、1 回線の記載も可。 

 



 

記載例（押印を省略する場合） 

※委任事項に契約行為等を含まない場合に使用可 

 

委   任   状 

 

私は     を代理人と定め、独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ名古屋住まいセンターの発注する令和６年度デジタルサイネ

ージコンテンツ配信表示システム構築及び運営に関し、下記の権限を委任します。 

記 

１ 見積合せに関する一切の件 

 

２ 

 

年  月  日 

 

（委任者）住    所   
  商号又は名称  

                代  表  者     
 
                   （受任者）住   所 
               氏   名           
 

独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ 
名古屋住まいセンター 
センター長 小嶋 正彦 殿 

 

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：(株)○○○ ○○部 部長 ○○ ○○  

担当者（会社名・部署名・氏名）：(株)○○○ ○○部 ○○ ○○      

連絡先（電話番号）１ ：○○-○○○○-○○○○             

連絡先（電話番号）２ ：○○-○○○○-○○○○             

 

 

 

 

契約行為等、押印省略対象外となる手続を含まな

いこと 

連絡先は責任者と担当者で 2 つ以上記

載することが望ましいが、１つしか無

ければ１つでも可。 

注１ 委任事項は、明確に記載すること。 
２ 共同企業体の場合は、共同企業体名を冠した上、「代表者」として代表会社 

が記名すること。 
３ 連絡先は、事業所等の「代表番号」「代表番号+内線」「直通番号」等を記載。 

 個人事業主などで、複数回線の電話番号がない場合は、1 回線の記載も可。 

 



 

 
 
 

見   積   書 
 

 

 金            円也 
 

 

上記金額の根拠は別紙のとおり 

ただし、令和６年度デジタルサイネージコンテンツ配信表示システム構築及び運

営に係るオープンカウンター方式による見積合せ説明書を承諾の上、見積りしま

す。 

 

 

年  月  日 

 

住 所 

氏 名              印 ※１ 

代理人              印 ※１ 

 

独立行政法人都市再生機構業務受託者 

 株式会社ＵＲコミュニティ 名古屋住まいセンター 

  センター長  小嶋 正彦 殿 

 

 

※１ 本件責任者（会社名・部署名・氏名）：                

担 当 者（会社名・部署名・氏名）：                

※２ 連絡先（電話番号）１ ：                     

連絡先（電話番号）２ ：                     

 

※１ 本件責任者及び担当者の記載がある場合は、押印は不要です。 

押印する場合は、本件責任者及び担当者の記載は不要です。 

※２ 連絡先は、事業所等の「代表番号」「代表番号+内線」「直通番号」等を記載。 

個人事業主などで、複数回線の電話番号がない場合は、1 回線の記載も可。 
 

 

 



 

 
 
 

別紙 

見   積   書 
 

 

 金            円也 
 

 

上記金額の根拠は別紙のとおり 

ただし、令和６年度デジタルサイネージコンテンツ配信表示システム構築及び運営

に係るオープンカウンター方式による見積合せ説明書を承諾の上、見積りします。 

 

 

年  月  日 

 

住 所 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

氏 名 代表取締役 〇〇 〇〇  印 ※１ 

代理人 〇〇 〇〇        印 ※１ 

 

独立行政法人都市再生機構業務受託者 

 株式会社ＵＲコミュニティ 名古屋住まいセンター 

  センター長  小嶋 正彦 殿 

 

 

※１ 本件責任者（会社名・部署名・氏名）：                

担 当 者（会社名・部署名・氏名）：                

※２ 連絡先（電話番号）１ ：                     

連絡先（電話番号）２ ：                     

 

※１ 本件責任者及び担当者の記載がある場合は、押印は不要です。 

押印する場合は、本件責任者及び担当者の記載は不要です。 

※２ 連絡先は、事業所等の「代表番号」「代表番号+内線」「直通番号」等を記載。 

個人事業主などで、複数回線の電話番号がない場合は、1 回線の記載も可。 
 

 

 

記載例 

押印する場合は実印又は使用印 

押印する場合は空欄 



 

 

 

（内   訳）                             （税抜） 

名称 
予定数量

（Ａ） 
単位 

単価（Ｂ）

（円） 

合計金額（円） 

（Ａ）×（Ｂ） 

【初期費用】 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ配信表示ｼｽﾃﾑ

の構築に係る費用 

1 式   

【使用料】 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回

線、ﾉｰﾄ PC 通信回線に係る

費用 

２４ 月   

合    計 － －  

 

 ※なお、数量は予定であり発注を確約した数量ではない。 

 ※配送・梱包費等一式は各単価に含む。 

 ※【使用料】を日割り計算する必要がある時は「月額／30」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 

 

表                裏 

 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１  HP 又は競争参加資格認定通知書に記載されている登録番号を記載すること。 
   なお、競争参加資格を申請中の者にあっては、「競争参加資格申請中」と記載すること。 

提出された見積書については、開封の前後を問わず、引換え、変更又は取消しをすることができ

ないので注意すること。 
※２ 押印を省略する場合は、封筒に「（押印省略）」と朱書きすること。 
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見積合せに係る提出書類について 

 

１  代表者及び代表者から委任を受けた代理人が見積合せに参加される場

合は、実印の印影照合を行うため、使用印鑑届（実印を使用印とする場合も

含む）及び印鑑証明書正本（原本発行日から３か月以内）を提出してください。

（一度提出していただければ、競争参加資格の認定期間中は有効です。（最

長２年間））。また、記載内容に変更が生じた場合、再度提出してください。 

 

２  代表者以外の方が年間を通じて代表者と同等の権限を行使する場合、年

間委任状及び印鑑証明書正本（原本発行日から３か月以内）を提出してくだ

さい。（一度提出していただければ、競争参加資格の認定期間中は有効で

す。（最長２年間））。また、記載内容に変更が生じた場合、再度提出してくだ

さい。 

 

３  代理人の方が見積合せされる場合：委任状（年間委任状を提出した復代

理人を含む）を提出してください。 

なお、委任事項に契約行為等を含まない場合は、委任状の押印を省略するこ

とが可能です。押印を省略する場合は、委任状の余白に「本件責任者及び担

当者」の氏名・連絡先を記載してください。また、見積合せの押印を省略する場 

合は使用印鑑届及び印鑑証明書正本の提出は不要です。 

 



 
 

       使 用 印 鑑 届             
                           
使                 左記の印鑑を、独立行政法人都市再生機構業務受託者 
用         株式会社ＵＲコミュニティ名古屋住まいセンターへ 
印         提出する書類に使用したいのでお届けします。 
                令和      年       月       日 
独立行政法人都市再生機構業務受託者 
株式会社ＵＲコミュニティ名古屋住まいセンター長 殿 
 
住        所                                                       実 
商号又は名称                                                       印 
代   表   者                                      

委 任 状         

         私は、都合により                        を代理人と定め、 下記の権限を委任します。 
         なお、本委任を解除する場合には、双方連署の上届出のない限りその効力の無いことを誓

約します。 

記 
       １．見積書及び入札書提出の件 
       ２．請負契約締結の件      
       ３．請負契約履行に関する件 
       ４．請負代金請求及び受領の件 
       ５．上記各号に関し復代理人選任及び解任の件 
       ６．その他契約締結に係る一切の件 
       ７．期間 令和    年    月    日から令和７年３月 31 日  
        令和      年       月       日  
独立行政法人都市再生機構業務受託者 
株式会社ＵＲコミュニティ名古屋住まいセンター長 殿 
   
委任者 

                                                               実 
                                                               印 
                                                                
上記委任の件承諾しました。 
 
受任者 

                                                               使 
                                                               用             
                                                               印  

 ※（年間）委任を予定しない場合は、上段「使用印鑑届」のみ記入してください。 

登 録 番 号 
 

会 社 名（カナ） 
      
      

         

印鑑証明書（原本・発行

日から３ヶ月以内）添付 



 
 

       使 用 印 鑑 届             
                            
使                左記の印鑑を、独立行政法人都市再生機構業務受託者 
用              株式会社ＵＲコミュニティ名古屋住まいセンターへ提出する 
印       書類に使用したいのでお届けします。 
                令和      年       月       日 
独立行政法人都市再生機構業務受託者 
株式会社ＵＲコミュニティ名古屋住まいセンター長 殿 

 
住        所                                                    実 
商号又は名称                                                        
代   表   者                                                  印  

委 任 状         

私は、都合により   支店長等の名前     を代理人と定め、 下記の権限を委任

します。 
  なお、本委任を解除する場合には、双方連署の上届出のない限りその効力の無いこと

を誓約します。 

記 
        １．見積書及び入札書提出の件 
       ２．請負契約締結の件      
       ３．請負契約履行に関する件 
       ４．請負代金請求及び受領の件 
       ５．上記各号に関し復代理人選任及び解任の件 
       ６．その他契約締結に係る一切の件 
       ７．期間 令和    年    月    日から令和 7年 3月 31 日  
        令和      年       月       日  
独立行政法人都市再生機構業務受託者株式会社ＵＲコミュニティ 
 名古屋住まいセンター長 
  委任者                                                       実 
                                      
                                                               印  
上記委任の件承諾しました。 
  受任者 
                                                               使 
                                                        用             
                                                               印    
 

※ （年間）委任を予定しない場合は、上段「使用印鑑届」のみ記入してください。 

登 録 番 号 
 

会 社 名（カナ） 
      
      

         

 契約書等に使用する印鑑

を押印願います。 

 印鑑証明に登録され

ている印鑑を押印願

います。 

以下、支店長等名

義で入札・契約を

行う場合のみ、記

入が必要になり

ます。↓ 

 印鑑証明に登録されて

いる印鑑を押印願いま

す。 

 契約書等に使用する印

鑑を押印願います。 

記入方法 



 

単 価 契 約 書（案） 

 

１ 契約の名称    令和６年度デジタルサイネージコンテンツ配信表示システム構築 

及び運営 

２ 仕  様     別紙１仕様書のとおり。 

３ 契約期間     契約締結日翌日から令和８年３月31日まで 

４ 契約単価     別紙２単価表のとおり。 

 

上記の物品について、発注者と受注者は次の条項によりこの契約を締結する。 

この契約締結の証として、本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を

保有する。 

 

令和  年  月  日 

 

発注者 住 所 愛知県名古屋市中区金山1-12-14 

氏 名 独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ 名古屋住まいセンター 

センター長 小嶋 正彦   印 

受注者 住 所 

氏 名                印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、頭書の物品（以下「物品」という。）に関し、この契約書に定め

るもののほか、仕様書（別紙１の仕様書及び入札説明書等に係る質問回答書をいう。以下同じ。）

に従い、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しなければならない。 

（権利義務の譲渡等） 

第２条 受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させては

ならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得たときは、この限りでない。 

（一括再委託等の禁止） 

第３条 受注者は、この契約の全部又は主体的部分を一括して第三者に委任し、又は請け負わせ

てはならない。 

２ 受注者は、この契約の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あらかじ

め、発注者の承諾を得なければならない。ただし、発注者が仕様書において指定した軽微な部

分を委任し、又は請け負わせようとするときは、この限りでない。 

（発注手続） 

第４条 発注者は、物品を受注者に発注するときは、その都度、その物品の種類、規格、数量、

納入場所及び納入期限を記載した発注者所定の別紙３注文書（以下「注文書」という。）を受

注者に対して発行するものとし、受注者は、この注文書に基づき物品を納入するものとする。 

（受注者の請求による納入期限の延長） 

第５条 受注者は、天災その他の不可抗力により、注文書に指定された納入期限（以下「納期」

という。）内に、当該注文書に基づく物品を納入することができないときは、あらかじめ、発

注者に届け出て、納期を延長することができる。ただし、その延長日数は、発注者と受注者と

が協議して定めるものとする。 

（損害の負担） 

第６条 物品の納入に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は、受注者の負担と

する。ただし、その損害が発注者の責めに帰すべき理由によるものである場合には、発注者が

負担するものとする。 

（物価の変動に基づく契約単価の改定） 

第７条 物価に変動があり、第９条第１項の単価表の額が不相当となったときは、発注者と受注

者とが協議の上、これを改定することができる。 

（検査及び引渡し） 

第８条 受注者は、注文書に基づく物品の納入後、遅滞なく、その旨を発注者に通知しなければ

ならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、その日から起算して10日以内に業務の完

了を確認するための検査を行わなければならない。 

３ 前項の検査を受けるため通常必要な経費は、特別な定めのある場合を除き、すべて受注者の

負担とする。 

４ 第２項の検査に合格した日をもって、注文書に基づく物品の納入が完了したものとし、当該

物品は、同日をもって発注者に引き渡されたものとする。 



 

５ 受注者は、業務が第２項の検査に合格しないときは、発注者の指定する日までに代品を納入

して発注者の検査を受けなければならない。この場合、検査及び引渡しについては、前各項の

規定を準用する。 

（売買代金の支払い） 

第９条 受注者は、前項の検査に合格したときは、別紙２の単価表に基づき算定した売買代金

（以下「売買代金」という。）を発注者に請求することができる。 

２ 受注者は、売買代金については、当月分を取りまとめ、翌月１日以降その支払請求書を発注

者に提出するものとし、発注者は、当該請求書を受理した日から起算して30日以内に、これを

受注者に支払うものとする。 

３ 発注者がその責めに帰すべき理由により第８条第２項又は同条第５項の検査を行わないと

きは、その期間を満了した日の翌日から当該検査を行った日までの日数は、前項の期間（以下

「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合において、その遅延日数が

約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超えた日において

満了したものとみなす。 

（契約不適合責任） 

第10条 発注者は、引き渡された物品が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないも

の（以下「契約不適合」という。）であるときは、受注者に対して物品の修補、代替物の引渡

し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、契約不適合が発注

者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発注者は履行の追完を請求することがで

きない。 

２ 前項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履

行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することがで

きる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減

額を請求することができる。 

一 履行の追完が不能であるとき。 

二 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 物品の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ

契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその

時期を経過したとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受け

る見込みがないことが明らかであるとき。 

（発注者の任意解除権） 

第11条 発注者は、物品の全部が納入されるまでの間は、次条又は第l3条の規定によるほか、必

要があるときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼしたと

きは、その損害を賠償しなければならない。この場合における賠償額は、発注者と受注者とが

協議して定めるものとする。 

（発注者の催告による解除権） 

第12条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履



 

行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。 

一 第２条の承諾を得ずに又は虚偽の申請により承諾を得てこの契約を第三者に承継させた

とき。 

二 納期内又は納期経過後相当の期間内に注文書に基づく物品の納入を完了する見込みが明

らかにないと認められるとき。 

三 正当な理由なく、第10条第１項の履行の追完がなされないとき。 

四 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

（発注者の催告によらない解除権） 

第13条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除する

ことができる。 

一 第２条の規定に違反して債権を譲渡したとき。 

二 引き渡した物品に契約不適合がある場合において、その不適合により契約の目的を達成す

ることができないとき。 

三 受注者がこの契約の債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

四 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶

する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達するこ

とができないとき。 

五 契約の物品の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなけ

れば契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないでその時

期を経過したとき。 

六 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をして

も契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

七 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条に

おいて同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる者に債権を譲渡したとき。 

八 第15条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

九  受注者が次のいずれかに該当するとき。 

イ  役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員

又はその支店若しくは常時業務の契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号にお

いて同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。

以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において

「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

ロ  暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同

じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

ニ  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められると



 

き。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

ヘ 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当するこ

とを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方と

していた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除

を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

 十 第17条の２第１項各号の規定のいずれかに該当したとき。 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第14条 第12条又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであると

きは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（受注者の解除権） 

第15条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告を

し、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を

経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であると

きは、この限りでない。 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第16条 前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、受注

者は、前条の規定による契約の解除をすることができない。 

（発注者の損害賠償請求等） 

第17条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の

賠償を請求することができるものとする。 

一 納期までに物品の引渡しができないとき。 

二 物品に契約不適合があるとき。 

三 第12条又は第13条の規定により、物品の全部の納入後にこの契約が解除されたとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能

であるとき。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、

受注者は、契約単価に予定数量を乗じた額（この契約締結後、契約単価又は予定数量の変更が

あった場合には、変更日以後の期間については変更後の契約単価又は予定数量。次条において

同じ。）の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければな

らない。 

一 第12条又は第13条の規定により、業務の完了前にこの契約が解除されたとき。 

二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって受注者の債

務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

 一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第75号）

の規定により選任された破産管財人 



 

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法律第

154号）の規定により選任された管財人 

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法律第

225号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項第１号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、延滞日数に応じ、

同項の注文書に基づく売買代金に対し、年（365日当たり）３パーセントの割合で計算した金

額を請求することができるものとする。 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第17条の２  受注者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求

に基づき、契約単価に予定数量を乗じた額の10分の１に相当する額を違約金として発注者の

指定期間内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法

律第54号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者

である事業者団体が独占禁止法第８条第１項第１号の規定に違反したことにより、公正取引

委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用

する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、

当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第63条第２項の規定によ

り取り消された場合を含む。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これら

の命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」という。）に

対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行

われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をい

う。次号において「納付命令又は排除措置命令」という。）において、この契約に関し、独

占禁止法第３条又は第８条第１項第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動が

あったとされたとき。 

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８

条第１項第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象

となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事

件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該

納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札

（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであ

るとき。 

四  この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治

40年法律第45号）第96条の６又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号に

規定する刑が確定したとき。 

２  受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該期

間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した額

の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

（受注者の損害賠償請求等） 



 

第18条 発注者の責めに帰すべき理由により第９条第２項の規定による売買代金の支払いが遅

れた場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年（365日当たり）2.

5パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを発注者に請求することができる。 

（契約不適合責任期間等） 

第19条 発注者は、引き渡された物品に関し、第８条第４項の規定による引渡し（以下この条に

おいて単に「引渡し」という。）を受けた日から１年以内に契約不適合である旨を受注者に通

知しなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請

求又は契約の解除（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。 

２ 前項において受注者が負うべき責任は、第８条第２項の規定による検査に合格したことを

もって免れるものではない。 

３ 発注者は、物品の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の規定にかか

わらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすること

ができない。ただし、受注者がその契約不適合があることを知り、又は重大な過失によって知

らなかったときは、この限りでない。 

（賠償金等の徴収） 

第20条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金、違約金その他の金銭債務を発注者の指定す

る期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間を経過し

た日から契約金額支払いの日まで年（365日当たり）３パーセントの割合で計算した利息を付

した額と、発注者の支払うべき契約金額とを相殺し、なお不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年（365日当たり）３パ

ーセントの割合で計算した額の延滞金を徴収する。 

（適用法令） 

第21条 この契約は日本法に準拠し、これに従い解釈されるものとする。この契約により、又は

この契約に関連して発生した債権債務については、この契約に定めるもの以外は、民法の規定

を適用するものとする。 

（管轄裁判所） 

第22条 この契約及びこの契約に関連して発注者と受注者との間において締結された契約、覚

書等に関して、発注者と受注者との間に紛争を生じたときは、頭書の発注者の住所を管轄する

地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

（契約外の事項） 

第23条 この契約に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、発注者と受注者とが協

議して定めるものとする。 
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別紙１ 

令和６年度デジタルサイネージコンテンツ配信表示システム構築 
及び運営に係る業務委託仕様書 

 
（総則） 

第１条 本仕様書は、「令和６年度デジタルサイネージコンテンツ配信表示システム構築及び
運営に係る業務委託」に適用する。 
（目的） 

第２条 UR 都市機構中部支社管内の団地居住者の利便性向上に資するサービスを提供する。 
（施工箇所） 

第３条 愛知県名古屋市中区千代田五丁目７－１５ 
 アーバニア千代田団地のエントランス（１台） 

（委託期間） 
第４条 委託期間は、契約の日から令和８年３月 31 日まで 
（委託内容） 

第５条 受託者は設置するデジタルサイネージ配信表示システムの構築及び全般的な保守を
行うこととし、デジタルサイネージのシステム構築に係る設計及び性能については、以下の
とおりとする。 
(1) 発注者が準備するもの 

① ディスプレイ(既設)：タッチ非対応（機種名：MultiSync・型番名：LCD-C551）１台 
55 インチ カラーTFT 解像度：1920ｘ1080 
輝度：最大：400cd/㎡（標準：280 cd/㎡）コントラスト比：4000:1 
内蔵スピーカー出力 10w+10w（ステレオ）、画像入力：HDMI 

② 電源(AC100V 60Hz、コンセント数：１口) 管理サービス事務所内既存コンセント 
③ 既設コンテンツ及び運用開始時点で配信する静止画・動画・音声データ一式 
④ 作成するコンテンツの他国語翻訳に係る一式（翻訳後のレイアウトは除く） 

(2) 受託者が準備・設置するもの 
① デジタルサイネージ配信表示システム 
（セットトップボックス・ミニ PC 等。接続するためのケーブル類、備品類含む）…１台 

・画像および音声は HDMI 信号で供給できること 
・機器設置に関する収納 BOX・配線・設置工事を受託者が行うこと。 
・利用現場での運用を十分考慮し、必要な環境設定を適切に行うこと。 
・システム設計及びインストール作業については、受託者が行うこと。 
・本仕様書に明記していないハードウェア・ソフトウェアであっても、本システムを
円滑に運用するために必要なものがある場合は、それらも含めたシステムとすること。 
なお、システムの設計に係る費用はすべて受託者の負担とする。 

1) システム概要 



・クラウドサーバーにアクセスして再生するデータを受信し、変更したデータを自
動的に切り替え再生することができること。 
・ネットワーク設定は発注者が指定する環境に従うこと。 
・管理端末（住まいセンター等）から行うクラウドシステムへのアクセスは容易に
できること。 
・システムの操作は、マウス操作で素材をドラッグ＆ドロップでき、またレイアウ
ト区画等を自由に容易に操作することができること。 
・コンテンツ表示切替に係るスケジュール機能を要し、日時や曜日など指定した条
件に従って再生する内容を変更できること。 
・静止画、動画、テロップ、HTML 等を組み合わせて複数区画にて表示すること
ができること。 
・管理端末（後述）にて、再生する画面の確認や配信状態を確認することができる
こと。 
・将来の拡張性を考慮し、管理端末から複数場所に設置されたディスプレイに表示
できること。 
・停電等で電源が切断され回復した場合、自動で復旧できること。 
・コンテンツの追加ができる拡張性を有していること。 
・管理クラウドは ISO27001（情報セキュリティマネジメント）＆ISO9001（品質
マネジメント）認証を受けたシステムとすること。 
・管理クラウドへのアクセスは https 通信とし、ユーザー/パスワード認証に対応す
ること。 
・管理クラウド上に保存されるデータは暗号化し、容易に他者に盗用（不正ダウン
ロード）されないようにセキュリティ対策を実施すること。 

2) インターネット回線（デジタルサイネージ側）について 
・100Mbps 以上の高速通信が可能な有線 LAN を有する回線を準備すること。 

本業務委託内で回線及びプロバイダを新規で開通させて、維持管理を行うこと。 
3) 機材の最低限の仕様詳細について 

・端子類：HDMI、USB2.0 以上 
・セキュリティ：ファイアウォールまでは指定しない  
・通信仕様：有線 LAN（速度）、無線 LAN（2.4、5GHz） 
・対応可能な映像・音声対応フォーマット 

   [動画] mpeg、mpg、mov、mp4、 
YouTube 等の動画コンテンツ（ライブ含む） 

   [HTML]  htm、html 
   [音声] wav、mp3、midi、mov、mp4、 
   [静止画] jpeg、jpg、gif、png、bmp 



   [その他]  マクロソフトオフィスの各フォーマットおよび PDF 
  なお、動画等の容量は無制限に対応できるものとすること。 

② 名古屋住まいセンターに配置するデジタルサイネージ編集用ノート PC（管理端末）
…1 台 
・スペックは下記を最低限とする。 
Win11HOME 15.6“Note i5 MM８GB MSOffice（H&B） ウィルス対策 APL 
内蔵機器：USB3.0）バッテリーは 6 時間以上持続して駆動出来ること。 
「参考機種：DELL 製 Latitude 3540」 
・CPU：インテル Corei5-1335U 
・OS：Windows11Home 
・メモリー：8GB 
・ハードディスク：M.2 PCIe NVMe SSD 512GB 
・ディスプレイ：FHD (1920 x 1080) 非光沢 15.6 インチ 
・ワイヤレス通信：802.11ac 以上 ＆ Bluetooth 
・4 年オンサイト保守（HDD 返却不要サービス付） 
・Microsoft Office Home＆Business2021 
・端子類：RJ-45（外付け可）、USB2.0、USB3.2、ロックスロット、HDMI 
・ワイヤレスマウス 
・DVD±RW ドライブを内蔵もしくは外付けで準備すること。 
・複合機（多機能プリンタ：インクジェット複合機）…1 台 
「参考機種：ブラザー製 MFCJ6983CDW」 
・最大印刷解像度：4,800×1,200dpi 
・最大印刷スピード：22ipm（モノクロ）/20ip,（カラー） 
・対応用紙サイズ：A3 まで 
・スキャナ性能：1,200×2,400dpi、A3 対応、自動両面読み取り対応 

③ 通信回線（②の管理端末用） 
・ノートパソコンで持ち運び利用することを想定し携帯回線とし、月間通信容量は
50GB 以上とする。なお、端末はバッテリー内蔵のものとし、携帯性を加味すること。 

④ 運用開始時点で配信する再デザインしたコンテンツ一式 
(3) コンテンツに関すること 

デジタルサイネージの表示内容については、以下のとおりとする。 
① 固定表示する内容は画面左に時計、天気予報を配置し、画面下には時事ニュースを配

置（横スクロール可）する。（以後「常時表示コンテンツ」）。 
なお、常時表示コンテンツの情報は受託者で準備し、利用料は委託費に含むものとす
る。 

② 上記①以外のコンテンツ作成に必要な資料、図面は原則発注者から提供することとし、



適宜見やすくなるよう加工すること。 
③ 上記①の以外のスペース（以後「メインスペース」）に空家工事情報、避難場所等のコ

ンテンツを配置する。なお、各コンテンツの表示時間、順序、動画やイベント情報等
の表示方法、音量等については発注者と調整の上決定する。 
なお、表示するコンテンツの内容（例：トップページ）に応じてメインスペースはサ
イネージ画面全体に表示しても良い。（一時的に常時表示コンテンツに重ねても良い） 

(4) デジタルサイネージ等の管理運営・保守等に関すること 
① 納品後の人為的なもの及び自然災害によるもの以外に発生した故障、トラブルについ

ては、迅速に対応するものとする。また、その費用は委託費用に含むものとする。な
お、管理端末を交換等する場合は機種選定のアドバイス及び新端末へ必要なソフト等
のインストールを行い、納入した管理端末と同様の保守等を行うこと。 

② 障害発生時は、すみやかに遠隔操作又は現地にて対応すること。 
③ システムのバージョンアップやメンテナンスに対応すること。 
④ 基本ソフト（OS）のバージョンアップに対応すること。 
⑤ バージョンアップの適用にあたっては、発注者にあらかじめ十分な説明を行った後、

適用すること。 
⑥ 障害発生時の問い合わせ窓口を用意すること。 
⑦ (3)①に示すコンテンツを常に最新の情報に更新すること。 
⑧ システム等の操作研修 

システム及び機器を操作するために必要な研修を発注者職員に実施すること。なお、
操作研修の回数は１回とする。また、研修にあたって操作マニュアルを作成する事。 

(5) 設置場所の使用上の注意 
デジタルサイネージ機器の修理等のために団地内に立ち入る場合は、次の各号を遵守

するものとする。 
① 設置場所が住宅団地内にあることに鑑み、居住者の生活に最大限配慮すること。 
② UR の資産および第三者の財産を毀損しないこと。 
③ 善良な管理者の注意をもって設置場所を使用すること。 

（納品物） 

第６条 納品物については、以下の通りとする。 
２ 成果品は、作成した電子データを電子媒体（CD-R 又は DVD-R）で提出するものとす
る。 
3 成果品の提出の際には、エラーがないことを確認した後、ウィルス対策を実施した上で提
出すること。 
（その他） 

第７条 上記以外については、下記のとおりとする。 
(1) 委託金額には、運搬費、設置費、初期コンテンツ加工費（第 5 条(3)に示すもの）、設置



機器及びコンテンツ保守管理費を含むものとする。 
(2) 契約の履行について不明な点がある場合は、事前に発注者と協議し、これを確定するこ

と。 
(3) 本契約の内容及び履行に際して知り得た秘密（「個人情報に関する特記事項」「電子情報

処理委託に係る特記仕様書（情報セキュリティ対策に関する事項）」を含む）は、契約
期間はもとより契約終了後も第三者に漏らしてはいけない。 

(4) 事故が発生した場合は、すみやかにこれを処理し、ただちに発注者に連絡すること。 
(5) 受託者は、業務の一部を再委託する場合には事前に発注者と協議しなければならない。 
(6) 契約満了もしくは契約解除に伴って発生する新規受託者への業務引継に関しては、契

約期間中の業務履行に支障をきたさないことに留意するとともに、新規受託業者の業
務履行に問題が発生しないよう十分な対応を行うこと。 

(7) 契約金額には、上記(6)に関わる費用が含まれるものとする。 
(8) 発注者が必要であると認めるときは、受託者と協議の上、本契約の内容を変更すること

ができる。 
(9) 定めのない仕様の詳細については、受託者決定後、発注者と協議するものとする。 
(10) 本件団地の保全工事その他の管理上必要があると認め、かつ、受託者に協力を要請した

ときは、受託者の費用負担によりこれに全面的に協力するものとする。 
(11) 納品物 数量 
・デジタルサイネージ １基 
・現地の通信回線 1 回線 
・管理端末およびインターネット携帯回線 一式 
・仕様を満たすために付帯するもの 一式 
・操作マニュアル 紙・データそれぞれ 2 部ずつ（紙は２穴ファイル綴じとする） 
・報告書 紙・データそれぞれ 2 部ずつ（紙は２穴ファイル綴じとする） 
  



別紙２ 

単 価 表 

 

品目 単位 単価（税抜） 備考 

【初期費用】 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ配信表示ｼｽﾃﾑの
構築に係る費用 

式 円  

【使用料】 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線、
ﾉｰﾄPC通信回線に係る費用 

月 円 
日割りの場合は 
〇〇〇〇円/日とする 

 

 ※配送・梱包費等一式は各単価に含む。 

  



 

別紙３ 

注 文 書 

                          令和〇年○○月○○日 

           殿 

 

以下の通り注文します。 

納品先 電話 納品日時 注文内容 備考 

名古屋住まいセンター
技術サポート課 

  初期費用  

  使用料  

 

         発注者      独立行政法人都市再生機構業務受託者 
                   株式会社ＵＲコミュニティ 
                   名古屋住まいセンター 技術サポート課 
                     担当 ○○ 
                     電話 ０５２-３３２-６７１１ 
 


